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令和６年度 一般会計決算の概要 

 

１．決算規模     ８ページ「令和６年度 決算概要」参照 

予算現額（最終予算額）53,436,356,400円に対して、 

① 歳入は、予算現額の 92.9％、調定額 50,235,925,493 円の 98.8％にあたる 49,626,906,244 円とな

り、前年度と比較して2,242,570,456円、4.7％の増となった。 

② 歳出は、予算現額の91.0％にあたる48,634,071,948円となり、前年度と比較して2,509,902,270円、

5.4％の増となった。 

 

２．収  支 

歳入歳出差引額は992,834,296円となり、そのうち翌年度への事業繰越財源360,691,384円を差し引い

た、実質収支額は632,142,912円の黒字となった。また、前年度純繰越金1,001,226,060円を差し引いた

単年度収支は369,083,148円の赤字となった。 

 

(1) 決算収支の推移                               （単位：千円） 

年  度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実質収支額 381,232 1,220,785 2,522,907 1,945,793 1,001,226 632,143 

単年度収支 123,428 839,553 1,302,123 △577,114 △944,567 △369,083 

 

(2) 令和６年度 決算収支の状況                       （単位：千円、％） 

区      分 ① Ｒ６年度 ② Ｒ５年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

最終予算現額     A 53,436,356 50,783,496 2,652,860 5.2% 

歳入決算額       B 49,626,906 47,384,336 2,242,570 4.7% 

歳出決算額       C 48,634,072 46,124,170 2,509,902 5.4% 

収支差引額 (B-C) D 992,835 1,260,166 △267,331 △21.2% 

翌年度への繰越額 E 1,682,152 924,492 757,660 82.0% 

 うち繰越財源 F 360,692 258,940 101,752 39.3% 

実質収支額 (D-F) 632,143 1,001,226 △369,083 △36.9% 

単年度収支 △369,083 △944,567 575,484 △60.9% 

歳出予算 
執 行 率 

C/A 91.0% 90.8%     

(C+E)/A 94.2% 92.6%     

※表示未満単位を四捨五入しているため表内計算と一致しない場合がある 
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３．歳  入     ５ページ「款別歳入決算額内訳表」参照 

① 市税は、法人市民税、固定資産税等は前年度を上回ったが、定額減税により個人市民税が減少したた

め、前年度に比べて148,643千円、0.9％の減となった。 

② 地方交付税は、基準財政需要額、基準財政収入額ともに前年度を上回ったが、基準財政需要額の増加

が、基準財政収入額の増加を上回ったため、前年度に比べて799,424千円、11.2％の増となった。ま

た、臨時財政対策債は、前年度に比べて120,100千円、50.0％の減となったため、地方交付税と臨時

財政対策債をあわせた実質的な地方交付税は679,324千円、9.2％の増となった。 

③ 国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、新型コロナウイルスワクチン接

種関連の補助金等が減額となったが、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、児童手当負担金等

が増額となったため、前年度に比べて400,367千円、4.3％の増となった。 

④ 繰入金は、財政調整基金、減債基金等からの繰入額が増額となったため、前年度に比べて401,125千

円、87.9％の増となった。 

⑤ 市債は、臨時財政対策債、橋梁整備事業債等が減額となったが、小学校施設整備事業債、中学校施設

整備事業債、中央公民館整備事業債等が増額となったため、前年度に比べて882,400千円、87.9％の

増となった。 

 

(1) 主な歳入の状況                              (単位:千円、％) 

区   分 ①  Ｒ６年度 ② Ｒ５年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

市   税 16,307,882 16,456,525 △148,643 △0.9% 

地方譲与税 269,945 268,781 1,164 0.4% 

地方交付税 7,932,613 7,133,189 799,424 11.2% 

国庫支出金 9,743,654 9,343,287 400,367 4.3% 

繰  入  金 857,247 456,122 401,125 87.9% 

市   債 1,885,900 1,003,500 882,400 87.9% 

そ の 他 12,629,665 12,722,932 △93,267 △0.7% 

歳入合計 49,626,906 47,384,336 2,242,570 4.7% 

 

(2) 一般会計 市債残高の推移                            (単位:千円) 

年  度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

年 度 末 残 高 36,517,835 36,322,763 35,193,627 32,130,583 29,905,863 28,526,389 

人口１人当たり 300 300 293 269 252 241 
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４．歳  出     ６ページ「款別歳出決算額内訳表」、７ページ「性質別歳出内訳表」参照  

① 義務的経費 

⚫ 人件費は、職員手当等が増額となったため、前年度に比べて722,841千円、8.8％の増となった。 

⚫ 扶助費は、施設型給付費、児童手当等が増額となったため、前年度に比べて716,386千円、5.4％の

増となった。 

⚫ 公債費は、長期債元金償還金、長期債利子が減額となったが、長期債繰上償還金が増額となったた

め、前年度に比べて29,022千円、0.9％の増となった。 

② 普通建設事業費は、学校施設再配置事業、真菅北小学校長寿命化事業、各中学校屋内運動場空調設備

整備事業等が増額となったため、前年度に比べて841,968千円、23.0％の増となった。 

③ その他の経費については、積立金、補助費等、維持補修費等が減額となったが、物件費、繰出金等が増

額となったため、前年度に比べて199,685千円、1.1％の増となった。 

 

▼ 主な歳出（性質別）の状況                          (単位:千円、％)  

区     分 ① Ｒ６年度 ② Ｒ５年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

① 義 務 的 経 費 26,292,461 24,824,212 1,468,249 5.9% 

  人  件  費 8,918,928 8,196,087 722,841 8.8% 

 扶  助  費 14,024,108 13,307,722 716,386 5.4% 

  公  債  費 3,349,425 3,320,403 29,022 0.9% 

    元利償還金 3,349,425 3,320,403 29,022 0.9% 

     一時借入金利子 0 0 0 － 

② 普 通 建 設 事 業 費 4,502,273 3,660,305 841,968 23.0% 

  真菅北小学校長寿命化事業 960,570 685,787 274,783 40.1% 

 学校施設再配置事業 781,078 31,203 749,875 2403.2% 

  道路新設改良事業 285,881 137,853 148,028 107.4% 

  本庁舎整備事業 255,622 369,607 △113,985 △30.8% 

  分庁舎整備事業 243,037 243,037 0 － 

 各中学校屋内運動場空調設備整備事業 242,489 16,280 226,209 1389.5% 

  今井小学校増築事業 165,751 108,500 57,251 52.8% 

  橋梁整備事業 165,113 271,366 △106,253 △39.2% 

  その他事業 1,402,732 1,796,672 △393,940 △21.9% 

③ そ の 他 の 経 費 17,839,338 17,639,653 199,685 1.1% 

歳出合計 (①+②+③)  48,634,072 46,124,170 2,509,902 5.4% 
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５．財政指標（普通会計）と健全化判断比率等   ９ページ「令和６年度 決算総括表」参照  

 (1) 財政指標（普通会計）  

①  実質収支比率は、前年度の4.0％から2.4％となり、1.6ポイント悪化した。 

②  経常収支比率は、前年度と同じく92.1％となった。 

③  公債費負担比率は、前年度の10.4％から10.2％となり、0.2ポイント改善した。 

 

▼ 主な財政指標の推移                             （単位：％） 

区  分 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

実質収支比率 7.9 4.0 2.4 

経常収支比率 91.4 92.1 92.1 

  (参考値) (93.3) (93.0) (92.5) 

公債費負担比率 12.0 10.4 10.2 

※ 経常収支比率の参考値は、減収補填債(特例分)、猶予特例債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた率 

 

(2) 健全化判断比率等 

①  実質赤字比率は、実質赤字額は生じていない。 

②  連結実質赤字比率は、連結実質赤字額は生じていない。 

③  実質公債費比率の3か年平均は、3.8％である。(R5も3.8％） 

④ 将来負担比率は、23.8％である。（R5は22.9％） 

⑤  上水道事業における資金不足比率は、資金不足額は生じていない。 

⑥  下水道事業における資金不足比率は、資金不足額は生じていない。 

 

 

６．その他 

特別会計決算の状況   ８ページ「令和６年度 決算概要」参照 

普通会計決算の状況   ９ページ「令和６年度 決算総括表」参照 

 












